
 

 

 

 

 

 

 

 

 第５  計画の推進に向けて  

 

Ⅰ 計画推進のための連携・協力 

Ⅱ 計画の達成状況の点検・評価 
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Ⅰ 計画推進のための連携・協力 

  この計画に盛り込まれた子ども・子育て支援施策および次世代育成支援施策が総合的かつ効果的に

行われるためには、行政、家庭、保育所、幼稚園、認定こども園、学校、地域、企業、関係団体、

ＮＰＯその他の社会のあらゆる分野におけるすべての構成員が連携・協力しながら、それぞれの役

割を自覚し、行動することが大切です。 

 

 １ 県の役割 

   子ども・子育て支援の実施主体である市町の取組みを、関係機関と連携して支援する。 

   庁内関係課が連携して、子ども・子育て支援および次世代育成支援に関する施策を総合的に推進

する。 

 

 ２ 市町の役割 

   住民に最も身近な自治体である市町は就学前の教育・保育、地域の子ども・子育て支援を総合的

に実施する主体となり、子どもの健やかな育ちを保障するため、質を確保しながら、地域の実情に

応じた取組みを関係者と連携しながら実施する。 

 

 ３ 家庭に期待する役割 

   子育ての第一義的責任がある父母などの保護者は、家庭は教育の出発点であることを踏まえ、家

族一人ひとりがお互いを尊重しながら支え合い、家事や育児を男女共に分担し、子どもと過ごす時

間をできるだけつくり、子どもが自立していくよう愛情を注いで育てる。 

   また、PTA 活動や保護者会活動をはじめ、男女共に保護者同士や地域の人々とのつながりを持

ち、地域コミュニティの中で子どもを育み、地域の子育て支援に役割を果たしていく。 

 

 ４ 保育所、幼稚園、認定こども園など教育・保育施設に期待される役割 

   地域と共にあり、子ども・子育て支援の中核的な役割を担うことを踏まえ、一人ひとりの子ども

を理解し、子どもの育ちを見守り、生涯にわたる人格形成の基礎を培う。 

 

 ５ 学校の役割 

   子どもの個性を尊重して能力を伸ばし、確かな学力、豊かな心、健やかな体を育み、生きる力を

培う。 

 

 ６ 企業等に期待される役割 

   子育て中の労働者が男女を問わず子育てに向き合え、協力して家事や育児を行えるよう、ワー

ク・ライフ・バランスが図られる雇用環境の整備や職場の雰囲気づくり、労働者本人の希望に応じ

育児休業や短時間勤務を取得しやすい環境づくりに努める。 

 

 ７ 地域、関係団体、NPO などに期待される役割 

   子どもの活動や健やかな育ちを支援したり、子どもの見守りに参加するなど、それぞれの関係者

− 108−

第 5 Ⅰ 計画推進のための連携・協力

- 109 - 
 

と連携して、あたたかな目で子どもと子育て家庭を応援し育む。    

 

Ⅱ 計画の達成状況の点検・評価 

 

 １ 計画の達成状況の点検・評価 

   各年度において、計画に基づく施策の実施状況（教育・保育施設や地域型保育事業の認可等の状

況を含む。）や、これに係る費用の使途実績、数値目標の進捗状況について点検・評価します。 

そして、県計画等への子育て当事者等の意見の反映をはじめ、子ども・子育て支援施策を地域の

子ども・子育て家庭の実情を踏まえて実施するため、香川県子ども・子育て支援会議に報告すると

ともに、広く県民に周知します。 

 

 ２ 計画の見直し 

   法第 19 条第 1 項の規定による認定を受けた保護者の認定区分ごとの人数が、県計画により定め

た当該認定区分の量の見込みと大きく乖離する場合には、適切な基盤整備を行うために、社会経済

情勢の変化や法改正、市町計画の見直し等の状況を踏まえ、必要な場合には、県計画の見直しを行

います。 

この場合において、見直し後の計画期間は、当初の計画期間とします。 
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